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██要約

営業系人材サービスの急成長により、業績は再拡大局面入り

キャリアリンク <6070> グループは、BPO（Business Process Outsourcing）関連を中心とした事務系人材サー

ビス事業と製造系人材サービス事業を展開する総合人材サービス会社で、2019 年 2 月期からは営業系人材サー

ビスも開始した。大量動員・早期立ち上げを必要とするプロジェクトの運用ノウハウに強みを持つ。2018 年 3

月に M&A により金融業界向け人材派遣会社の ( 株 ) ジャパン・ビジネス・サービス（以下、JBS）の株式を取得し、

完全子会社化した。

1. 2019 年 2 月期の業績概要

2019 年 2 月期の連結売上高は前期比 11.0% 増の 18,624 百万円、営業利益は同 66.0% 減の 187 百万円となっ

た。売上高については、民間企業向け大型プロジェクト案件の１つで業務受注量が大幅に縮小したほか、臨時給

付金・マイナンバー関連案件等が減少したものの、製造系人材サービス事業及び第 3 四半期より開始したキャッ

シュレス決済関連業務が好調に推移し、また、JBS の子会社化もあって増収となった。一方、利益面では相対的

に利益率の高かった民間大型プロジェクト案件や臨時給付金・マイナンバーの売上減に加えて、人材採用コスト

の上昇、JBS の子会社化に伴って実施した収益改善対策費用の発生等が減益要因となった。

2. 2020 年 2 月期の業績見通し

2020 年 2 月期の連結業績は、売上高で前期比 16.3% 増の 21,668 百万円、営業利益で同 124.9% 増の 422 百

万円と増収増益に転じる見通し。キャッシュレス決済関連業務の売上が同 5.3 倍増の 2,624 百万円と急拡大す

るほか、製造系人材サービス事業も東日本エリアでの展開により、同 32.0% 増の 41 億円と大幅増収を見込む。

なお、前期までの収益悪化要因となっていた民間特定大型プロジェクト案件については、売上規模が既に小さく

なっており、業績に与える影響も軽微となっている。また、今回の会社計画には 2019 年 10 月に予定されてい

る消費増税関連業務など、受注確度の高い案件であっても未確定のものについては織り込んでおらず、足下の受

注も順調に推移していることから、計画を上振れする可能性が高いと弊社では見ている。

3. 中期経営計画

同社は 2022 年 2 月期までの 3 ヶ年中期経営計画を発表している。業績目標値として、2022 年 2 月期に売上

高で 25,953 百万円、営業利益で 673 百万円を掲げた。3 年間の年平均成長率は売上高で 11.7%、営業利益

で 59.2% となる。営業系人材サービスを第 3 の事業として成長させ、各事業の売上規模拡大を図りながら持続

的成長の基盤を確立していく方針となっている。営業系人材サービスは、キャッシュレス決済関連業務だけで

2022 年 2 月期に 30 億円超の売上を見込むが、携帯キャリアの技術革新（5G 需要）等を見据えた新規営業商

材を開拓していくことで、更なる売上の上積みを目指す考えで、今後の動向が注目される。

http://www.careerlink.co.jp/ir/
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要約

4. 株主還元策

同社は株主還元策として安定配当の継続と株主優待制度を導入しており、業績の状況等を勘案して株主還元の充

実を検討していく方針を示している。2020 年 2 月期の 1 株当たり配当金は前期比横ばいの 10.0 円（配当性向

43.5%）を予定している。また、株主優待については毎年 8 月末の株主に対して、保有株式数に応じて QUO カー

ドを贈呈しており（500 ～ 2,000 円相当）、100 株保有株主であれば年間投資利回りは約 3% の水準となる（4

月 26 日株価 436 円で算出）。

Key Points

・事務系及び製造系人材サービスを展開する総合人材サービス会社でBPO関連事業が主力
・2020 年 2月期業績はキャッシュレス決済関連業務がけん引役となり急回復に転じる見通し
・営業系人材サービスを第 3の収益柱に育成していく方針

期 期 期 期 期 期 （予）

（百万円）（百万円）

業績推移

売上高（左軸） 営業利益（右軸）

注：18/2 期より連結決算
出所：決算短信よりフィスコ作成

http://www.careerlink.co.jp/ir/
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██事業概要

事務系及び製造系人材サービスを主に展開する総合人材サービス会社

同社は、1996 年に創業した人材派遣会社で、短期間での大量動員・業務立ち上げを可能とする運用ノウハウを

強みに BPO 関連事業や CRM 関連事業などの事務系人材サービス分野を中心に成長を続けてきた。営業拠点は

東京のほか、札幌、仙台、新横浜、大阪、福岡、沖縄の 7 拠点となっている。2017 年 3 月には製造系人材サー

ビス事業の成長加速を図るため、子会社のキャリアリンクファクトリー ( 株 ) を新設し、同年 6 月に事業承継

している。

また、2018 年 3 月にだいこう証券ビジネス <8692>（以下、DSB）の子会社であった JBS の全株式を取得する

とともに、DSB と資本業務提携を締結している（相互に 1% の株式を取得）。JBS は大手証券会社を中心とした

金融業界向けに人材サービス事業を展開しているほか、人事給与請負事業やビジネスサポート事業等も行ってい

る。DSB との資本業務提携の狙いは、1)DSB が得意とする金融業界向け BPO 案件において同社の運用ノウハ

ウ並びに人的リソースを活用することで、BPO 関連事業を拡大させる、2) 金融業界以外の民間企業及び官公庁

向けにおいて、より幅広い人材サービス提供を可能とし、企画提案型 BPO 業務処理受託を一層充実する、3) 双

方の経営資源を相互活用し、各々の事業成長・業務効率向上を目指す、の 3 点となる。

2019 年 2 月期の連結売上高構成比で見ると、BPO 関連事業部門で 48.4%、CRM 関連事業部門で 15.4%、一

般事務事業部門で 18.1% となり、これら事務系人材サービス事業全体で売上高の 81.9% を占めている。また、

製造系人材サービス事業で 16.7%、その他（JBS の子会社で行う自動車管理事業）で 1.4% となる。各事業の内

容は以下のとおり。

48.4%

15.4%

18.1%

16.7%

1.4%

事業別売上構成比（2019年2月期）

BPO関連事業部門

CRM関連事業部門

一般事務事業部門

製造系人材サービス事業

その他

出所：決算説明会資料よりフィスコ作成

http://www.careerlink.co.jp/ir/
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事業概要

1. 事務系人材サービス事業

(1) BPO 関連事業部門
同社の売上高の 5 割弱を占める BPO 関連事業部門では、BPO 事業者※が請け負った BPO 業務への人材派遣、

並びに官公庁及び企業等の業務プロセスの一部についての企画提案型の人材派遣及び請負業務を行っており、

一部最終顧客から直接受注する案件もある。

※ BPO 事業者…官公庁及び地方公共団体並びに企業等の業務プロセスの一部について、業務の企画・設計から実施まで
を含めて外部委託することを BPO と呼び、受託する事業者を BPO 事業者と言う。

企業や官公庁等が BPO を導入するメリットは、固定費の流動化（業務繁忙期に合わせた人員は不要）や管理

コストの削減が挙げられ、また、窓口業務やコールセンター業務などでは、利用客に対するサービス品質の向

上といった効果も期待できる。2006 年に施行された「公共サービス改革法」を契機に、官公庁や外郭団体で

は「市場化テスト」という名のもとに競争入札制度を導入し、民間企業の活用を積極的に進めている。

同社の強みは、1,000 人を超える大量動員を要する大型プロジェクトでも、1 ヶ月程度の短期間で立ち上げる

ことができる運用ノウハウを持っていることにある。派遣スタッフの採用に関しては、独自の人材マッチング

システム（Web システムを活用した適正テストの実施やシフト希望確認など）によって、短期間で最適な人

材を集めることを可能とし、また、社員を現場に常駐させることによって、派遣スタッフの労務管理を含めた

現場での運用能力強化だけでなく、オペレーションの改善提案等による業務効率向上に取り組むことでサービ

ス品質を高め、顧客満足度の向上につなげていることが強みとなっている。

BPO 業務の運用に関して、同社は経験豊富な SV（スーパーバイザー）をリーダーとする「チーム派遣」を行っ

ている。事務処理・データ入力・書類発送等を中心とした業務に対して、SV をリーダーとする 10 人程度のチー

ム編成を組み日々の業務を処理している。SV を配置することによって、派遣先での業務研修の実施や派遣ス

タッフの勤務シフトの平準化を行い、業務の早期立ち上げ及び円滑な運用と生産性向上を可能としている。特

に大量の人員が必要とされる大型プロジェクトでは、最適な運用システムと言える。

また、大型プロジェクトでは業務工程ごとに派遣会社が複数社入っているケースが多いが、派遣会社が異なる

と工程間の連携がスムーズに進まず業務効率の改善が進まないことも多い。同社はこれら複数工程を一括受注

することで工程間のスムーズな連携を実現し、また、オペレーションの改善提案等により業務効率の向上を図

ることで、同一案件内における取引シェア拡大を進めている。

(2) CRM 関連事業部門
CRM（Customer Relationship Management）とは、企業が顧客満足度の向上を目的に、顧客との良好な

関係を構築していくための経営手法を指す。同社においては、テレマーケティング事業者が請け負ったテレマー

ケティング業務への人材派遣・紹介、企業等のコンタクトセンターへの人材派遣・紹介、テレマーケティング

業務の請負などを行っている。テレマーケティング事業者への人材派遣では、BPO 関連事業部門と同様にチー

ム派遣を行うことで、取引先内でのシェア拡大に取り組んでいる。

http://www.careerlink.co.jp/ir/
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事業概要

(3) 一般事務事業部門
一般事務職をターゲットとした人材派遣、紹介予定派遣、人材紹介並びに業務請負を行っている。一般事務事

業における人材派遣業務に関しては、パーソルホールディングス <2181> やパソナグループ <2168> など大

手人材派遣会社の寡占化が進んでおり競争も激しいが、同社は BPO 案件の受注獲得につなげていくためのフッ

ク役として位置付けている。

2. 製造系人材サービス事業

子会社のキャリアリンクファクトリーで展開する事業となる。主に兵庫県を中心に展開しており、企業の製造拠

点等において、組み立て梱包作業や製造に関する業務及び食品加工についての人材派遣、請負業務を行っている。

顧客の業種別売上高構成比ではコンビニベンダーを中心とした食品加工業が 5 割強と最も高く、輸送機械や家電、

医療機器、流通業界等が続く。営業拠点は姫路本社、東京、静岡、沖縄に続いて、2018 年に入って熊本、埼玉、

尼崎に相次いで開設するなど事業エリアの拡大を進めている。

██業績動向

2019 年 2 月期は民間大型 BPO 案件や 
官公庁向け案件の業務縮小が響いて増収減益に

1. 2019 年 2 月期の業績概要

2019 年 2 月期の連結業績は、売上高で前期比 11.0% 増の 18,624 百万円、営業利益で同 66.0% 減の 187 百万円、

経常利益で同 52.3% 減の 290 百万円、親会社株主に帰属する当期純利益で同 58.7% 減の 170 百万円となった。

売上高は民間企業向け BPO 大型プロジェクト案件の 1 つで業務受注量が想定以上に縮小したほか、官公庁向け

臨時給付金・マイナンバー関連案件等の減少があったものの、製造系人材サービス事業及び第 3 四半期から新

たに開始したキャッシュレス決済関連業務の売上が好調に推移したこと、また、JBS の連結子会社化により 3,128

百万円の売上が加わったこと等により、2 期ぶりの増収に転じ過去最高を更新した。
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業績動向

2019 年 2 月期連結業績

（単位：百万円）

18/2 期 19/2 期

実績 売上比 会社計画 実績 売上比 前期比 計画比

売上高 16,774 - 19,042 18,624 - 11.0% -2.2%

事務系人材サービス事業 14,186 84.6% 15,658 15,246 81.9% 7.5% -2.6%

製造系人材サービス事業 2,587 15.4% 3,103 3,112 16.7% 20.3% 0.3%

その他 - - 280 267 1.4% - -4.8%

売上原価 13,634 81.3% - 15,273 82.0% 12.0% -

販管費 2,588 15.4% - 3,163 17.0% 22.2% -

営業利益 551 3.3% 134 187 1.0% -66.0% 39.4%

経常利益 608 3.6% 237 290 1.6% -52.3% 21.9%

親会社株主に帰属する
当期純利益

414 2.5% 144 170 0.9% -58.7% 18.4%

出所：決算短信、決算説明会資料よりフィスコ作成

一方、営業利益は相対的に利益率の高かった民間企業向け BPO 大型プロジェクト及び臨時給付金・マイナンバー

関連案件の売上高が大きく減少したことに加えて、就業スタッフの採用コスト上昇、JBS の収益改善対策費用（支

店統合・本社事務所移転等）を計上したことなどが減益要因となった。なお、営業外収支が若干改善しているが、

これはキャリアリンクファクトリーで消費税簡易税適用に伴う差益 102 百万円（前期は 63 百万円）を計上した

ことが主因となっている。

なお、会社計画（2018 年 10 月修正発表値）との比較で見ると、売上高は 2.2% 下回った。第 3 四半期に新規

受注したキャッシュレス決済関連案件のスムーズな立ち上げに注力し、BPO 及び CRM 関連事業部門の受注活

動がやや停滞したことが下振れ要因となった。一方、営業利益は計画比で 39.4% 上回って着地した。売上総利

益は若干計画を下回ったものの、社内各部門から既存社員のうち 48 名をキャッシュレス決済関連案件に異動さ

せたことで、同案件での採用予定要員を同人数分削減することができ、社員採用費や人件費、スタッフ募集費等

を抑制できたことが主因となっている。

BPO 関連事業は減収となるも、 
キャッシュレス決済関連業務は好調に推移

2. 事業セグメント別の動向

(1) 事務系人材サービス事業
事務系人材サービス事業の売上高は前期比 7.5% 増の 15,246 百万円、営業利益は同 73.3% 減の 140 百万円

となった。売上高は新規受注したキャッシュレス決済関連業務が 492 百万円と会社計画（378 百万円）を上

回る好調な立ち上がりを見せたほか、JBS の連結子会社化で 2,861 百万円が加わったこと等が増収要因となっ

た。一方、営業利益は前述したとおり、利益率の高い案件の売上減少や人材採用コストの上昇に加えて、JBS

の子会社化に伴い一時費用として収益改善対策費やのれん償却額を計上したこと等が減益要因となった。各事

業部門の売上動向は以下のとおり。
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出所：決算短信よりフィスコ作成

BPO 関連事業部門の売上高は前期比 21.0% 減の 9,006 百万円となった。新規受注したキャッシュレス決済関

連業務が好調に推移したものの、前述した BPO 大型プロジェクト案件の業務受注量が大幅に縮小したこと、

並びに臨時給付金・マイナンバー関連案件等の売上高が減少したことが要因となっている。ただ、四半期ベー

スの売上推移を見ると、2019 年 2 月期第 4 四半期は前四半期比で 13.8% 増の 2,334 百万円と 7 四半期ぶり

の増加に転じており、当面の底は脱したと見られる。

CRM 関連事業部門の売上高は前期比 50.7% 増の 2,870 百万円となった。テレマーケティング事業者や金融

機関向けが好調に推移したほか、JBS の子会社化で 546 百万円の増収要因となった。JBS を除いた増収率は

約 22% 増となっている。

一般事務事業部門の売上高は前期比 282.0% 増の 3,369 百万円となった。官公庁及び民間企業からの事務派

遣案件の新規受注が増加したほか、JBS の子会社化で 1,988 百万円の増収要因となった。JBS を除いた増収率

は約 57% 増となっている。

(2) 製造系人材サービス事業
製造系人材サービス事業の売上高は前期比 20.3% 増の 3,112 百万円、営業利益は同 69.8% 増の 44 百万円と

なった。食品加工部門、製造加工部門ともに受注が好調に推移し、売上高は連続で過去最高を更新した。利益

面では、業容拡大に向けた新拠点の開設（熊本、埼玉支店）や、営業力強化のための社員採用並びにスタッフ

募集費等の増加があったものの、増収効果や売上総利益率の向上が寄与し 2 ケタ増益となった。

http://www.careerlink.co.jp/ir/
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期 期 期 期

（百万円）

製造系人材サービス事業売上高推移

出所：決算短信よりフィスコ作成

(3) その他
その他として、JBS の子会社である東京自動車管理 ( 株 ) の売上高 267 百万円、営業利益 2 百万円を計上し

ている。

██財務状況と経営指標

財務の健全性は維持、 
収益性も 2019 年 2 月期第 2 四半期を底に回復に向かう

2019 年 2 月期末の財務状況を見ると、総資産は前期末比 153 百万円増加の 5,917 百万円となった。主な変動

要因を見ると、流動資産は現金及び預金が 400 百万円減少した一方で、受取手形及び売掛金が 409 百万円、そ

の他の流動資産が 102 百万円それぞれ増加した。また、固定資産は有形固定資産が 16 百万円、無形固定資産が

23 百万円減少し、投資有価証券が 93 百万円増加した。

負債合計は前期末比 133 百万円増加の 2,512 百万円となった。有利子負債が 171 百万円減少した一方で、未払

金が 247 百万円、未払費用や未払消費税等を含むその他の流動負債が 28 百万円増加した。また、純資産合計は

同 19 百万円増加の 3,404 百万円となった。配当金の支払額 123 百万円、自己株式の増加で 34 百万円が減少要

因となったものの、親会社株主に帰属する当期純利益 170 百万円を計上し、若干ながら増加基調を維持した。

経営指標を見ると、自己資本比率は 56.5% と前期末比で 1.6 ポイント低下したものの、有利子負債の削減に伴

い有利子負債比率は前期末の 29.0% から 23.9% に改善しており、全体的に見れば財務の健全性は保たれている

と判断される。一方、収益性については ROA、ROE、売上高営業利益率ともに前期比で低下傾向が続いた。

http://www.careerlink.co.jp/ir/
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財務状況と経営指標

BPO 関連事業部門における好採算案件の売上減少や、収益性の低い JBS を子会社化したことが要因だ。ただ、

四半期別の売上高営業利益率で見ると、2019 年 2 月期第 4 四半期は 3.0% まで回復しており、当面の底は脱し

たものと思われる。

貸借対照表

( 単位：百万円）

 16/2 期 17/2 期 18/2 期 19/2 期 増減額

流動資産 4,900 5,178 5,055 5,169 114

（現金及び預金） 2,617 2,778 3,084 2,683 -400

固定資産 719 658 708 747 38

総資産 5,620 5,837 5,764 5,917 153

負債合計 2,961 2,633 2,379 2,512 133

（有利子負債） 875 635 971 799 -171

純資産合計 2,658 3,203 3,384 3,404 19

経営指標

（安全性）

自己資本比率 47.3% 54.6% 58.1% 56.5%  -1.6pt

有利子負債比率 32.9% 19.9% 29.0% 23.9%  -5.1pt

（収益性）

ROA（総資産経常利益率） 17.3% 17.3% 10.5% 5.0%  -5.5pt

ROE（自己資本当期純利益率） 24.4% 22.0% 12.7% 5.1%  -7.6pt

売上高営業利益率 5.8% 5.4% 3.3% 1.0%  -2.3pt

注：18/2 期より連結決算
出所：決算短信よりフィスコ作成
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██今後の見通し

2020 年 2 月期業績はキャッシュレス決済関連業務がけん引役となり
急回復に転じる見通し

1. 2020 年 2 月期の業績見通し

2020 年 2 月期の連結業績は、売上高が前期比 16.3% 増の 21,668 百万円、営業利益が同 124.9% 増の 422 百万円、

経常利益が同 44.5% 増の 419 百万円、親会社株主に帰属する当期純利益が同 64.7% 増の 281 百万円と大幅増

収増益となる見通し。民間企業向け BPO 大型プロジェクト案件が業績の影響が出ない水準まで縮小し、業績面

でのマイナス要因がなくなったことに加えて、キャッシュレス決済関連業務の売上が 492 百万円から 2,624 百

万円と 5.3 倍に急拡大することが主因だ。また、JBS についても前期に計上した一時費用がなくなることもあり、

若干の黒字転換を見込んでいる。

費用面では、キャッシュレス決済関連業務の拡大に向けたスタッフ募集など人件費関連のコストが増加するも

のの（新卒社員は 30 名採用）、増収効果で吸収する。また、保守的な業績計画を発表したようだ。具体的には、

受注が確定している案件のみを売上計画として積み上げている。2019 年 10 月に予定されている消費増税関連

業務の受注が見込まれるが、今回の計画には織り込んでいない。過去実績から見れば、同案件だけで数億円規模

の売上が期待できることになる。また、足元の受注状況も計画に対して順調な滑り出しとなっているようで、業

績は会社計画を上回る可能性が高いと弊社では見ている。

2020 年 2 月期連結業績見通し

（単位：百万円）

19/2 期実績 20/2 期会社計画

通期 前期比 上期 前年同期比 通期 前期比

売上高 18,624 11.0% 10,471 14.6% 21,668 16.3%

営業利益 187 -66.0% 137 869.2% 422 124.9%

経常利益 290 -52.3% 134 122.4% 419 44.5%

親会社株主に帰属する
当期純利益

170 -58.7% 89 445.3% 281 64.7%

EPS（円） 13.96 7.29 22.98

出所：決算短信よりフィスコ作成
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今後の見通し

BPO 関連事業部門を除くすべての部門で 2 ケタ増収となる見通し

2. 事業別の売上見通しと営業戦略

(1) BPO 関連事業部門
BPO 関連事業部門の売上高は前期比 4.4% 減の 86 億円を見込む。前述したようにキャッシュレス決済関連業

務の拡大が見込まれるものの、一部案件が CRM 関連事業部門や一般事務事業部門に移行する影響や、消費増

税関連業務等のまだ未確定受注分を売上計画に織り込んでいないことによる。

なお、キャッシュレス決済関連業務とは、小売店舗等に対して QR コードを利用したキャッシュレス決済の導

入提案を行う業務となる。2018 年 10 月以降、首都圏エリアを皮切りに全国主要都市に営業を展開している。

2019 年 2 月からはコンタクトセンターを活用した電話による営業も開始しており、営業スタッフの不足して

いる地域を中心にカバーしていく。業務が軌道に乗れば売上総利益率で全社平均を上回る水準まで引き上げて

いくことが可能と見られる。

また、営業系人材サービスでは、携帯キャリアの技術革新（5G 需要）等を見据えた新規営業商材の開拓に向

けた取り組みを進めていく。2020 年以降、5G を活用したサービスやデバイス等の新規市場が創出される見

通しで、携帯キャリアや販売代理店などをターゲットに営業支援ビジネスの基盤強化を図り、2021 年 2 月期

以降の立ち上げを目指していく。

そのほか、DSB との協業による金融・SIer 向けビジネスの拡大や、官公庁向け案件の受注獲得による公共

BPO 分野の業績定着と成長基盤の強化、サービス品質の管理徹底による競争力強化と利益率向上などにより

更なる差別化を推進していく方針だ。

(2) CRM 関連事業部門
CRM 関連事業部門の売上高は前期比 50.3% 増の 43 億円を見込んでいる。JBS との協業により、新たな金融

機関との取引が開始されるなどシナジー効果が出始めているほか、札幌や仙台、福岡、沖縄など地方都市にお

けるテレマーケティング事業者向け派遣需要が伸びる見通し。地方拠点における旺盛な需要に対応するため、

高付加価値人材の確保を行い、新規登録者の誘致・マッチング力の強化に取り組んでいく。

(3) 一般事務事業部門
一般事務事業部門の売上高は前期比 28.9% 増の 43 億円を見込んでいる。JBS との協業による受注拡大や一部

BPO 案件からのシフトもあって 2 ケタ増収となる見通し。競争の激しい分野であるが、継続的な料金交渉を

実施し、適正な待遇と利益率の改善に取り組んでいく。また、スタッフのキャリアパスを実現するためのフォ

ロー活動（資格取得支援）を継続的に実施しており、高単価な金融案件の受注獲得を推進していく。

http://www.careerlink.co.jp/ir/
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(4) 製造系人材サービス事業
製造系人材サービス事業の売上高は前期比 32.0% 増の 41 億円となる見通し。主力の食品加工分野を中心に

事業拡大を図る。営業拠点として尼崎支店を開設したほか、首都圏でも埼玉に続いて新たに 2 拠点の開設を

予定しており、新規顧客の開拓を進めていく。人手不足が続くなかで、主婦やシニア層だけでなく、外国人労

働者も積極的に活用していく方針で、外国人向けのキャリアプランや支援サービス等の就業環境を整備し、留

学生等の採用拡大を図る。

営業系人材サービスを第 3 の収益柱に育成していく方針

3. 中期経営計画

同社は毎年 3 ヶ年の中期経営計画を発表しており、今回、2022 年 2 月期の業績目標値として売上高 25,953 百

万円、営業利益 673 百万円、経常利益 670 百万円、親会社株主に帰属する当期純利益 438 百万円を掲げた。

2019 年 2 月期比で見ると、売上高は 39.4% 増、営業利益は 258.7% 増となり、3 年間の年平均成長率ではそ

れぞれ 11.7% 増、59.2% 増となる。また、営業利益率は 2019 年 2 月期の 1.0% から 2.6% に上昇する見込み。

2015 年 2 月期に 6.0% の営業利益率があったことからすると低水準となるが、これは想定的に利益率の低い一

般事務や製造系人材サービスの売上構成比が高まることや、JBS の収益性向上をほとんど織り込んでいないこと

が要因となっている。

部門別の売上成長率で見ると、BPO 関連事業部門の伸びが 3 年間で 6.5% と最も低くなっている。同社が得意

とする大量動員かつ早期稼働が必要とされる新規の大型プロジェクト事業部門が少なくなっているためだ。た

だ、従来と同じく CRM 関連事業部門や一般事務事業部門への横展開に成功し、BPO 事業部門にシフトするケー

スも出てくることから、保守的な前提になっていると見られる。なお、事務系人材サービス事業合計で見ると、

2020 年 2 月期の売上高は 193 億円となり、3 年間で 27.1% 増、年平均成長率は 8.4% 増となる。

中期経営計画

（単位：億円）

19/2 期
実績

20/2 期
計画

21/2 期
計画

22/2 期
計画

対 19/2 期比
3 年間

平均成長率

売上高 186 216 236 259 39.4% 11.7%

BPO 関連事業部門 90 86 89 95 6.5% 2.2%

（営業系人材サービス） 4.9 26.2 28.9 31.1 532.6% 150.2%

CRM 関連事業部門 28 43 46 47 66.7% 20.3%

 一般事務事業部門 33 43 45 50 48.5% 14.5%

製造系人材サービス事業 31 41 51 62 101.2% 26.3%

その他事業 2 3 3 3 15.9% 5.1%

営業利益 1.8 4.2 5.4 6.7 258.7% 59.2%

（利益率） 1.0% 1.9% 2.3% 2.6% - -

経常利益 2.9 4.1 5.3 6.7 131.1% 32.5%

親会社株主に帰属する当期純利益 1.7 2.8 3.5 4.3 156.3% 38.1%

注：営業系人材サービスは BPO 関連事業部門に含むが、2020 年 2 月期より区分して開示する予定。
出所：決算説明会資料よりフィスコ作成
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今後の見通し
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出所：決算説明会資料よりフィスコ作成

今回の中期経営計画では新たな成長戦略として、営業系人材サービスを第 3 の収益柱に育成していく方針を打

ち出したことが特徴となっている ( 売上高は BPO 関連事業に含む )。ただ、前述した携帯キャリアの技術革新（5G

需要）によって創出される新規商材に関連した営業支援サービスについては計画数値に含んでいない。このため、

今後の動向次第で売上高はさらに拡大する可能性もある。

また、主力の事務系人材サービスでは DBS との業務提携並びに JBS の活用による金融業界向けの売上拡大が期

待され、民間及び官公庁向け大型 BPO 案件の受注獲得と合わせて今後の成長分野と位置付けている。製造系人

材サービスは主力の食品加工事業部門を全国展開していくため、営業拠点の新規開設を加速していくほか、現在

約 3 割を占める外国人労働者比率を 3 年後に 5 割強まで引き上げていくことで事業を拡大していく方針だ。

なお、IT 分野等をターゲットとした M&A 戦略も継続しており、条件にかなう案件があれば前向きに検討して

いく考えだ。

中期経営戦略

事務系人材サービスの売上規模拡大 ・派遣マーケットにおける競争力強化
・民間及び官公庁の大型 BPO 案件を獲得
・DBS との業務提携及び子会社の JBS の活用により金融向けビジネスの拡大

営業系人材サービスの強化 ・キャッシュレス決済関連業務の受注拡大を推進
・新規営業商材の開拓で顧客基盤を強化

製造系人材サービスの強化 ・外国人労働者の派遣ビジネスを強化
・主力事業である食品加工事業部門の全国展開

出所：決算説明会資料よりフィスコ作成
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██株主還元策

業績動向に応じた安定配当の継続と株主優待を実施

株主還元策として同社グループでは、企業価値の増大を最優先に M&A や IT 投資などに向けた内部留保資金を

蓄えつつ、配当金に関しては業績状況等を勘案しながら安定的な配当を継続していくことを基本方針としている。

2020 年 2 月期の 1 株当たり配当金は前期比横ばいの 10.0 円（配当性向 43.5%）を予定している。また、株主

優待については毎年 8 月末の株主に対して保有株式数に応じて QUO カードを贈呈している（100 ～ 200 株未

満 500 円相当、200 ～ 500 株未満 1,000 円相当、500 株以上 2,000 円相当）。

期 期 期 期 期（予）

株当たり配当金と配当性向

株当たり配当金（左軸） 配当性向（右軸）（円） （ ）

注：2016 年 6 月 1 日に 1：2 の株式分割を実施
出所：決算短信よりフィスコ作成

株主優待内容

対象株主 8 月末の株主名簿に記載されている株主

優待内容

100 株以上 200 株未満 QUO カード（500 円相当）

200 株以上 500 株未満 QUO カード（1,000 円相当）

500 株以上 QUO カード（2,000 円相当）

送付時期 年 1 回、10 月下旬を予定

出所：会社資料よりフィスコ作成
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██情報セキュリティ対策
同社グループは業務上、多くの個人情報や機密情報を扱っており、情報セキュリティに関しては、その重要性及

びリスクを十分に認識している。こうしたなか、同社は情報セキュリティ体制を構築するための基本方針を定め、

情報セキュリティマネジメントシステムを構築、導入、確立及び維持し、継続的に改善していく取り組みを進め

ている。また、2010 年 4 月には ISO/IEC27001 ※の認証を取得しており、社員の教育やセキュリティ管理を組

織的かつ継続的に行っている。

※ ISO/IEC27001 とは、情報セキュリティマネジメントシステムの規格（情報の保管方法、ウイルス対策、メールの使
用ガイドライン、障害発生時の行動計画等の要素で構成）を指す。
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